
「働き方改革実現会議」の動向 

□ 第１回働き方改革実現会議 平成２８年９月２７日 
 ◇審議内容 
  ■テーマの決定（９項目） 

  １．同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善 
  ２．賃金引き上げと労働生産性の向上 
  ３．時間外労働の上限規制の在り方など長時間労働の是正 
  ４．雇用吸収力の高い産業への転職・再就職支援、人材 
    育成、格差を固定化させない教育の問題 
  ５．テレワーク、副業・兼業といった柔軟な働き方 
  ６．働き方に中立的な社会保障制度・税制など女性・若者 
    が活躍しやすい環境整備 
  ７．高齢者の就業促進 
  ８．病気の治療、そして子育て・介護と仕事の両立 

  ９．外国人材の受入れの問題  

□ 第２回働き方改革実現会議 平成２８年１０月２４日 

 ◇審議内容 
 ■柔軟な働き方（テレワーク、多様な就業形態、副業等）の在り方 
 ■多様な選考・採用機会の提供 
 ■病気治療と仕事の両立 
 ■障害者の就業環境整備の在り方 
 ■働き方に中立的な社会保障制度・税制の在り方 
 ■女性が活躍しやすい環境整備（リーダー育成など） 

□ 第３回働き方改革実現会議 平成２８年１１月１６日 

 ◇審議内容 
 ■雇用吸収力・生産性の高い産業への転職･再就職支援の在り方 
 ■格差を固定化させない教育（社会人学び直し、職業訓練、給付 
   型奨学金の在り方）の在り方 
 ■労働者の人材育成の充実の在り方 
 ■春季労使交渉に向けた賃金引き上げの方向性 

□ 第４回働き方改革実現会議 平成２８年１１月２９日 

 ◇審議内容 
 ■同一労働同一賃金などの非正規雇用の処遇改善  

    

□ 会議構成 
 ■議長：安倍内閣総理大臣■議長代理：加藤働き方改革担当  
     大臣、塩崎厚生労働大臣■構成員：経団連会長他２０人  

□ 第５回働き方改革実現会議 平成２８年１２月２０日 

 ◇審議内容 
 ■同一労働同一賃金 政府のガイドライン案の提示  

□ 第６回働き方改革実現会議 平成２９年２月１日 

 ◇審議内容 
 ■同一労働同一賃金、長時間労働是正  

□ 第７回働き方改革実現会議 平成２９年２月１４日 

 ◇審議内容 
 ■長時間労働是正、高齢者雇用 

  資料１ 



同一労働同一賃金ガイドライン（指針）案の概要 

２．基本給 
 労働者の「職業経験・能力」「業績・成果」「勤続年数」の各観点が同じ

なら同一に。違いに応じた差は容認。 

 【主な事例】 

 □正社員の半分の労働時間で目標の半分を達成した非正規雇用労働 

  者に対し、業績・成果給を半分支給する ⇒ ○ 

 ■正社員が販売目標を達成した場合に支給している業績・成果給を、 
  パートタイム労働者が正社員の販売目標に届かない場合には支給 

  しない⇒× 

 
 

１．目的・趣旨 
 ◇正規か非正規かという雇用形態にかかわらない均等・均衡待遇を確保し、同一労働同一賃金の実現に向けて策定 

 ◇同一労働同一賃金は、いわゆる正規雇用労働者（無期雇用フルタイム労働者）と非正規雇用労働者（有期雇用労働者、パートタイム労 

  働者、派遣労働者）の間の不合理な待遇差の解消を目指す 

 ◇まずは、各企業において、職務や能力等の明確化とその職務や能力等と賃金等の待遇との関係を含めた処遇体系全体を労使の話し 

  合いによって、それぞれ確認し、非正規雇用労働者を含む労使で共有することが肝要 

 ◇本ガイドライン案は、いわゆる正規雇用労働者と非正規雇用労働者との間で、待遇差が存在する場合に、いかなる待遇差が不合理な 

  ものであり、いかなる待遇差は不合理なものでないのかを示したもの 

３．賞与 
 非正規雇用労働者にも支給。会社の業績等への貢献度に一定の違

いがある場合においては、その相違に応じて支給。 

  【主な事例】 

 ■正社員には業務内容や貢献にかかわらず全員に支給しているが、 

   非正規雇用労働者には支給しない⇒×  

５．時間外労働手当・深夜休日手当、通勤手当・出張 
  旅費 
 同一の時間外労働、深夜・休日労働には、同一の割増率等で支給し 

なければならない。通勤手当、出張旅費も同一支給。 

４．役職手当 
 正規雇用労働者と内容などが同じ役職なら役職手当は同一に支給。 

 役職の内容、責任に一定の違いがある場合においては、その相違 

に応じて支給。  

６．福利厚生 
 食堂や休憩室などの福利厚生施設は非正規雇用労働者にも利用を

認める。  

７．派遣労働者 
 派遣先社員と職務内容・配置の変更範囲が同じ派遣社員に対し、派

遣会社は同じ賃金や福利厚生、教育訓練を実施  



≪抜粋≫ 仕事と生活の調和のための時間外労働規制に関する検討会 

≪規制の在り方について≫ 
 
（１）時間外労働の限度 
  

 □一部ではあるが、特別条項がある場合の延長時間が月１００時間を 

  超えるものも見受けられ、長時間労働の歯止めとして十分機能して 

  いない 

 □一定期間内の総労働時間の枠を定め、その枠の中で健康を確保し 

  つつ効率的に働くことを可能とする制度への転換を指向すべき 

 □労働時間の短縮を円滑に進めるに当たっては、時間当たり生産性 

  の向上が不可欠 

 □１日単位の休息期間を確保するインターバル規制は、睡眠時間の 

  確保や疲労蓄積を防ぐ観点から重要な考え方であり、企業活動や 

  業務の繁閑と両立させるノウハウ・好事例の提供などの支援を通じ 

  て、企業自らがこれを導入することを促していくべき 

６．規制の在り方について③情報の公開 
 □優良企業を公表するポジティブと、法違反企業を公表するネガティ 

  ブどちらも社会的な評価の面から、長時間労働を是正させる効果 

  がある。 

 □優良企業が労働市場、商品市場、株式証券市場等において積極 

  的に評価される環境を作ることが求められる。 

≪下請け等の取引慣行への対応、意識改革、その他≫ 
 

 □業界全体としての取引環境の改善が必要であり、政府はそのよう 

  な業界全体の問題を協議する場の設定に努め、業界としてのコン 

  センサス形成を図るべき 

 □その際、過当競争が低価格での過剰サービスを生み、長時間労 

  働を引き起こしている。提供したサービスの価値に見合った対価が 

  支払われるよう、商慣行の在り方について、改善の手法を検討す 

  ることも必要 

 □過度のサービス要求を控えることが、長時間労働の是正につなが 

  り、働く人の健康と幸せにつながることを喚起し、国民全体の意識 

  改革を促すことも重要 

検討会の概要 
（１）設置経緯 

 ニッポン一億総活躍プランにおいて「いわゆる３６協定における時間外労働規制の在り方について、再検討を開始
する。」こととされたことを受け、働き方改革実現会議の議論に資するよう、時間外労働の実態把握を中心に議論 

（２）参集者・開催実績 

・今野浩一郎 学習院大学経済学部教授他９名 

・平成２８年９月９日に第１回検討会を開催し、平成２９年１月２３日まで６回開催 

（２）労使の役割 
 
 □労使が率直に意見交換し、具体的な改善策に取り組むことが重 

  要であり、「労働時間等設定改善委員会」の設置等、労使による取 

  組を促進すべき 



現行の時間外労働の規制 

３６協定で定める時間外労働の限度基準（強制力のない厚生労働大臣告示） 
  

 ＜原則＞ 
  □ 月４５時間以内、かつ、年３６０時間以内 
 ＜特例＞ 
 （１）実際には、臨時的な特別の事情がある場合として～上限なく時間外労働が可能（特別条項） 
 （２）適用除外；①新技術、新商品等の研究開発業務、②建設事業、③自動車の運転業務 等 
  

労働基準法 
  

＜原則＞ 
  □ １日８時間、１週４０時間を超えて労働させることを禁止【労基法第３２条】 
 ＜特例＞ 
  □ 使用者は、労働組合（※）と労使協定（いわゆる３６協定）を締結した場合、そこで定めた時間まで、 
     時間外労働をさせることが可能 【労基法第３６条第１項】 
     （※）事業場の労働者の過半数で組織する労働組合、または（労働組合がない場合は）過半数労働者の代表者 



時間外労働の上限規制（改正の方向性） 

≪改正の方向性①≫ 時間外労働の法改正の基本的考え方 
 □いわゆる三六協定でも超えることができない、罰則付きの時間外労働の限度を法律に具体的に規定する。 

 □規定は、腦・心臓疾患の労災認定基準をクリアするといった健康の確保を図ることが大前提。その上で、女性や高齢者が活躍しや 

  すい社会とする観点、ワーク・ライフ・バランスを改善する観点、など様々な観点が必要 

  ※腦・心臓疾患の労災認定基準（平成１３年１２月１２日付け労働基準局長通達）によれば、以下のいずれかを満たす場合には、業 

    務と腦・心臓疾患の発症との関連性が強いと評価される。 

   ① 発症前の連続する２カ月、３カ月、４カ月、５カ月、６カ月の時間外労働の平均のいずれかが、概ね８０時間超であること 

   ② 発症前１カ月の時間外労働が概ね１００時間超であること   

≪改正の方向性②≫ 法改正の方向性 
 ＜原則＞ 

  ① ３６協定により、週４０時間を超えて労働可能となる時間外労働時間の限度を、月４５時間、かつ年３６０時間とする。 

    上限は法律に明記し、上限を上回る時間外労働をさせた場合には、次の特例の場合を除いて罰則を課す。 

 ＜特例＞ 

  ② 臨時的な特別の事情がある場合として、労使が合意して労使協定を結ぶ場合においても、上回ることができない年間の時間外 

     労働時間を１年７２０時間（月平均６０時間）とする。 

  ③  ②の１年７２０時間以内において、一時的に事務量が増加する場合について、最低限、上回ることのできない上限を設ける。 

  ④ 月４５時間を超えて時間外労働をさせる場合について、労働側のチェックを可能とするため、別途、臨時的に特別な事情がある 

     場合と労使が合意した労使協定を義務付ける。   

≪改正の方向性③≫ その他 
  ⑤ 現在、①新技術、新商品等の研究開発業務、②建設事業、③自動車の運転業務等については、厚生労働大臣告示の適用除 

    外となっている。これらの取り扱いについて、実態を踏まえて対応のあり方を検討する。 

  ⑥ その他、突発的な事故への対応を含め、事前に予測できない災害その他避けることのできない事由については、労基法第３３ 

    条による労働時間の延長の対象となっており、この措置は継続する。   



高齢者の就業促進ＰＤＦデータ 

 


